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１．HBC流通構造変化におけるパラダイムシフト

HBC（Health and Beauty Care）カテゴリーを構成する主な商品は医薬品と化粧品である

が，近年このHBCカテゴリーにおける流通構造が大きく変化してきている。産業構造として

の変化が著しいのは医薬品であり，医薬品メーカーの統合・合併，有力医薬品卸売業の統

合・合併・連携，医薬品を主力商品とする地域卸売業の淘汰，ドラッグストアチェーンの伸

張など，生産構造，卸構造，小売構造すべての産業構造において顕著なパラダイム変化が散

見できる。本稿では，医薬品を中心としたHBCにおけるこれらのチャネル構造変化を受けて

弱化しつつある卸売業の存立基盤と可能性について検討したい。

最初に医薬品及び化粧品に関する生産構造の変化について，『工業統計表』を時系列的に概

観することによって生産構造におけるマクロ数値的な変化を捉えることから始め，つづいて

『商業統計表（流通経路別統計編）』を医薬品及び化粧品業種に焦点をあてて考察することに

よって卸構造の動静を確認し，最後に『商業統計表（総括表）』及び『商業統計表（小売業態

別統計編）』によって小売業の業種別及び業態別変化を考察していくことにする。これらのマ

クロ数値分析によってHBC流通全体のマクロ動向を検証し，大きな潮流としてのチャネル構

造変化を考察していきたい。しかし，マクロ動向の把握だけでは消費者の購買行動の変化を

加味することは難しく，最終的に消費者の購買機会を提供する小売業の政策的動態が重要な

焦点として位置づけられなくてはならない。そこで，生産構造，卸構造，小売構造というマ

クロ分析を前提として，小売業各社の政策的動向と薬局及びドラッグストアを取り巻く規制

緩和としての薬事法改定について，その消費購買への影響要因を考察してみたい。

わが国に訪れつつある高齢社会は，全世界の国々が体験していない人口構成であり，本来
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であれば国家システムのあり方まで含めて考察するべきものであるかもしれない。しかし，

ここではあくまでも流通研究としてのアプローチに限定して考察を進めていくことにする。

この高齢社会をビジネスチャンスとして捉えながら小売業（特にドラッグストア）がどのよ

うな戦略的布石を打ってくるかによって，HBC流通全体のパラダイムは影響を受ける。もち

ろん医薬品という規制対象として位置づけられる商品の販売に対する政府の関与は強く，後

述するように国家財政保全のためにも注目度は高い。薬事法改正についても，規制緩和と捉

えるか規制強化と捉えるかは業態によって異なり，特異な流通環境であることは間違いない

と促えられる。

このような流通環境の大きな変化によって，メーカー主導型で近現代における歴史を刻ん

できた医薬品流通においても，今後は小売業の戦略方針を無視することはできなくなる。極

論すれば，従来医薬品メーカーと医療機関を結ぶだけの主要流通のみで事業基盤を形成して

きた医薬品流通パラダイムであり，現時点でも医科向けの販売構成比が 80%とも 90%とも言

われている医薬品メーカーや医薬品卸売業ではあるが，薬事法改定によって徐々に処方箋薬

品の取扱量が門前薬局やドラッグストアに移行していくにつれて，このパラダイムは変化せ

ざるを得ない。特に，医薬品卸売業界において，メディセオ・パルタックホールディングス

の出現は象徴的事例であるが，化粧品を含む日用品の日雑業種第二位のパルタックと医薬品

業種第一位のクラヤ三星堂の異業種卸売業同士の経営統合によって超業種型卸売業が現出し，

それとほぼ同時期に東邦薬品を中心とした中堅医薬品卸売業の業務連携が実現するなど，大

手企業による合従連衡が急速に進められている。この余波は，医薬品卸売業，特に地域卸売

業の存立基盤を著しく損なうものである。安全性の維持という名のもとで政府による保護を

受け続けてきた医薬品業界において，チャネル構造のパラダイムは地殻変動を起こし始めて

いると言える。現実問題として，ドラッグストアの流通センターはDC（在庫型流通センター）

が増えており，これは即ち中間流通の代替機能を保有することができる機能装備として位置

づけることができ，地域卸売業はおろか卸売業自体の存立基盤をも危うくする可能性さえ感

じられる。

一方，2006 年９月まで「薬業界運営基準及び資質向上検討委員会（薬業連絡会）」によって

審議されてきた薬事法の改定は 2009 年から施行されるが，その主眼は国費の節減にあると言

われている。つまり，医療機関から出される医薬品については利用者負担が最大 30%でしか

ないため，高齢社会の進展に伴い国家予算における医療費の肥大化は避けられない状況にあ

る。このまま放置しておくと，高齢化や医療技術の進展などにより年３～４%の割合で膨ら

むとされており，2006 年予測で 28.3 兆円の医療給付費が 2025 年には 56 兆円に達し，対GDP

比は 5.4%（2006 年予測）から 7.7%（2025 年予測）へと増加するとの試算が示されている１）。

これに対応するために，ジェネリック医薬品（後述）の使用促進による薬剤費抑制策を打ち

出す一方で２），医療機関でなくても販売できる一般大衆薬としての取扱領域を徐々に拡大する
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ことが改定薬事法の国策としての方針とされている。

また，健康意識の高揚に伴って健康食品などの注目度も高まり，医薬品カテゴリーという

売場は少しずつ関連商品を吸収することによって，HBCカテゴリーは肥大化しつつある。健

康食品として昨年急激な市場拡大を果たしたコエンザイムQ10 などは美容における効能が広

く評価されており，高齢社会において医薬品，健康食品，化粧品は不可分なカテゴリーとし

て扱う必要が生じつつある。

後段において詳述するが，このHBCというカテゴリーに焦点をあてた小売業態がドラッグ

ストアであり，ドラッグストア各社は，HBCに関わる様々なサービス競争を試みており，改

定薬事法の施行にともなって，ドラッグストアの位置づけは国民生活において大きく変化し

てくるものと考えられる。

２．HBCにおける生産構造変化

まず，「医薬品製剤製造業」における生産構造の推移を『工業統計表』に基づいて確認して

おきたい〔図表A（医薬品製剤製造業：事業所数と出荷額）参照〕。事業所数は景気動向に関

わらずほぼ一貫して減少傾向を刻んでいる。これに対して，製品出荷額はほぼ一貫して増加

傾向を続けている。これらの推移を重ねてみると，医薬品製剤製造業における上位集中化の

進展が推測できる。この上位集中についての検証を製造業の大規模事業所として規定されて

いる 50 人以上の事業所数で確認してみると，昭和 46 年には 253 事業所３）だったのに対して

平成 16 年には 317 事業所４）となっており，上位企業の事業所数は医薬品製造業全体の減少と

は相反して増加している点からも読み取れる。

つづいて，化粧品業界の生産構造について確認しておきたい〔図表 B（化粧品・歯磨・そ

の他の化粧品調整品製造業：事業所数と出荷額）参照〕。HBC 商品のもう一方の主力商品で

ある化粧品および日用雑貨業種として「化粧品・歯磨・その他の化粧品調整品製造業」では，

事業所数についてはほぼ横ばいの状況で推移しており，医薬品製剤製造業とは反対に微増傾

向さえ認められる。しかし，出荷額については，1997 年にピークを刻んでから顕著な上昇曲

線へと転換するには至っておらず，化粧品業界においては，医薬品業界とは異なり，上位集

中化が進展しているとは言い難く，逆にメーカーブランドは増加している可能性さえ想定で

きる。

つまり，HBC流通の主要商品としての医薬品と化粧品には，生産構造において質的差異が

存在していることを認識した上で，それぞれの流通構造を見ていく必要があると考えられる。

図表 C（医薬品製剤製造業と化粧品等製造業：付加価値額／製造出荷額）で製造品出荷額に

占める付加価値額の比率を確認してみると，上位集中が進展している医薬品製剤製造業と，

長期に渡って中小企業もなお存続している化粧品・歯磨・その他の化粧品調整品製造業では
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あるが，その比率は徐々に差を縮めてきている。近年化粧品の消費傾向において高機能ニー

ズが高まっており，開発費は上昇していても製造業としての付加価値も高まっているものと

推察される。

しかし，医薬品製造業と化粧品製造業との大きな相違点として製品自体の性格が挙げられ
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（データ）経済産業省『商業統計表』

図表B （化粧品・歯磨・その他の化粧品調整品製造業：事業所数と出荷額）

（データ）経済産業省『商業統計表』

図表A （医薬品製剤製造業：事業所数と出荷額）



る。化粧品はイメージ戦略を訴求することで個別企業のアイデンティティを確立することが

可能であるのに対して，医薬品は個別企業のブランドは取り扱う医療機関や薬局の販売系列

によって差が生じるだけで，個別企業のアイデンティティを利用者に訴求することが難しい。

もちろん，特許などを背景とした特定医薬品の競争力はあるものの，広く利用されている医

薬品については，極めて差別化が難しい市場を扱っていると言える。

現在，医療機関等で保険診療に用いられる医療用医薬品は，約１万３千種類程度ある。こ

のうち，新しい効能や効果を有し，臨床試験（いわゆる治験）等により，その有効性や安全

性が確認され，承認された医薬品を「先発医薬品」と，また，先発医薬品の特許が切れた後

に，先発医薬品と成分や規格等が同一であるとして，臨床試験などを省略して承認される医

薬品を「後発医薬品」（いわゆるジェネリック医薬品）と呼ぶ５）。更に，最近ではこのジェネ

リック薬品の利用を促進する社会的な動きが出てきたこともあり，厚生労働省から医療機関

によって出される処方箋を銘柄指定ではなく一般薬名表記を認める方針が示されている６）。

このような流れは，医師による特定銘柄指定の通例から一般名処方を導入したジェネリッ

ク医薬品の普及へと着実に進展するため，ブランド間競争は徐々に価格競争へと推移してい

く可能性が高い。これは即ち医療給付費の抑制政策につながっていくものであり，一般名処

方によってメーカー間での価格競争が加速すれば，抑制されるレベルも加速していくのであ

る。

このような時代の潮流を読んで，生産効率及び流通効率を高めること，あるいはフルライ

ン化を推し進めることを想定した有力医薬品メーカー同士が統合・合併という選択をするケ

ースも出現してきており，昨年 2005 年から有力メーカー間の大規模な合併・統合が出てきて
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（データ）経済産業省『商業統計表』

図表C （医薬品製剤製造業と化粧品等製造業：付加価値額／製造出荷額）



いる。簡単な製薬再編の動きとしては，2001 年 10 月にウェルファイドと三菱東京製薬が合併

した三菱ウェルファーマ（売上高国内八位），2005 年４月に山之内製薬と藤沢薬品工業が合併

したアステラス製薬（売上高国内三位），2005 年９月に三共と第一製薬が経営統合した第一三

共（売上高国内二位），2005 年 10 月に大日本製薬と住友製薬が合併した大日本住友製薬（売

上高六位）は極めて大きな動きである。これらの動きの呼び水となったのが，外資系製薬会

社の日本企業子会社化の動きである。2002 年 10 月には，ロシュグループが中外製薬（売上高

国内五位）を子会社化し，2004 年３月にはメルクグループが萬有製薬（売上高国内十位）を

子会社化していたことは少なからず国内の製薬再編を促したことは間違いない。

前述の通り，基本的な流れとして医薬品の付加価値は高まっているが，それと同時に医薬

品の製品ラインはジェネリック医薬品を中心とした価格競争ラインと新薬を中心とした付加

価値訴求ラインの二極化が進行していくものと考えられる。ただし，本稿で主に焦点をあて

る製品は，OTC（一般大衆薬）でありスイッチOTC（これまでの処方箋薬品が改定薬事法に

よって一般大衆薬として売られる医薬品）である。今後の医療費抑制策としては，このスイ

ッチOTCは急速に拡充されてくる可能性は高く，メーカーにとっての販売チャネルはこれま

での医療機関に偏在したチャネル政策からは脱却せざるを得ないだろう。

３．HBCにおける卸構造変化

つづいて，医薬品と化粧品それぞれの卸構造を概観する。データは経済産業省『商業統計

表』に基づくが，ここで示されている第１次卸は直取引卸（生産業者・国外から小売業者・

産業用使用者への仕入・販売）と元卸（生産業者・国外から卸売業者への仕入・販売）を含

み，第２次卸は中間卸（卸売業者から卸売業者への仕入・販売）と最終卸（卸売業者から産

業用使用者・国外・小売業者への仕入・販売）を含む。そしてこれらの他にその他の卸（販

売先・仕入先が同一企業内の本支店，自店内製造品の販売）がある。

これを前提として昭和 46 年から商業統計の結果を顧眺していくと，医薬品については予想

外に第１次卸の事業所数構成比率は減少傾向にあり，第２次卸のそれはほぼ横ばいの状態が

長期に渡って続いており，その他の卸の比率が漸増している。つまり，自社製品及び本支店

間の商品流通量が増えているということであり，メーカーと小売業の直接取引が着実に増加

傾向にあることを示唆するものである〔図表 D（医薬品卸構造推移：事業所数構成比率）参

照〕。これについては，着実にシェアを拡大しつつあるファイザー製薬や萬有製薬（メルクグ

ループ），中外製薬（ロシュグループ）などの外資系企業が次々と直販に移行して，国内製薬

企業が販売権をかなりの程度失ったとされており７），卸介在型流通は近年大きな転換期を迎え

ていると考えられる。

更に実際の取引金額として，事業所構成比率だけではなく販売金額構成比率についても確
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認してみると〔図表 E（医薬品卸構造推移：年間販売品額構成比率）参照〕，第１次卸売業の

年間販売額は近年急激な低下傾向に陥っており，その減少分について製造機能を保有する企

業の卸売部門がこれを含めてきている状況にある。第１次卸売業の事業基盤が第２次卸売業

の事業基盤の前提要件になっている以上は，第１次卸売業の年間販売金額の構成比率低下は

卸売業そのものの存立基盤縮小の端緒として位置づけることができる。
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（データ）経済産業省『商業統計表』

図表D （医薬品卸構造推移：事業所数構成比率）

（データ）経済産業省『商業統計表』

図表 E （医薬品卸構造推移：年間販売品額構成比率）



医薬品流通においては，2002 年までの商業統計を見る限り，第１次卸の事業基盤が急速に

減退傾向にあることが確認され，逆に製造機能を保有する企業の取扱量が急速に伸張してき

ていることが分かった。しかし，これに対して医薬品卸売業各社は手を拱いている訳ではな

い。その対応策として 2002 年以降急速に進展している合従連衡である。

有力医薬品卸の経営統合や合併は，2000 年４月にクラヤ薬品と三星堂と東京医薬品の三社

の経営統合によって設立されたクラヤ三星堂は医薬品卸トップに君臨してきたスズケンを売

上高において抜き，2003 年９月にはアズウェルと福神による共同持株会社アルフレッサホー

ルディングスが設立され，その後中堅の同業種卸を吸収する形で 2005 年度決算では国内第三

位を確保している。現在，これら三社が医薬品卸では一兆円を超える売上規模を保有してい

る。これに対して業界四位の東邦薬品は中小卸を吸収しながら，15 社の医薬品卸売業と共創

未来グループを形成し，有力卸六社（業界五位から九位を含む）と業務提携を実現している。

そもそも医薬品卸も，他の業種と同様にメーカー系列を前提に流通チャネルが構築されて

いたという経緯を持っている８）。しかし，メーカー依存型の事業構造に長期的なリスクがある

という認識は業界共通の危機意識となって，メーカー系列を超えた合併や連携が進展してき

たのである。

つづいて，図表 F（化粧品卸構造推移：事業所数構成比率）及び図表 G（化粧品卸構造推

移：年間販売品額構成比率）に基づいて，化粧品卸について見ておくが，1925 年から資生堂

によって開催されてきた「資生堂取次店会議」に端を発し，卸売業に対してのチャネル政策

として特約店制を敷くことによって，市場における価格維持を図ってきた９）。しかし，化粧品

メーカーのチャネル政策としての業態別対応方針は，高い成長を見込むことができるスーパ
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（データ）経済産業省『商業統計表』

図表 F （化粧品卸構造推移：事業所数構成比率）



ーやコンビニエンスストアに対しては合理性を追求し，系列チェーン店は付加価値性の追求

によって育成するといった，両者のバランスを戦略的にミックスすることでチャネル政策を

コーディネートしてきている 10）。

直販体制への移行は，小売業の交渉力が強まる方向へと変わりつつある流通構造に対して，

メーカー側の支配権を獲得する一つの方策として考えられたのである。旧来の問屋制度が一

部で有名無実化しており，複雑な流通構造が末端価格の無秩序化を促進することにつながっ

ていたからである 11）。近年における化粧品流通においては，卸売業経由の流通チャネルは，

制度品の場合でもメーカーから直接小売店へと流通させるケースが一般的になってきている 12）

と言われており，着実に市場規模を伸ばしている高級化粧品はもとより 13），一般化粧品にお

いても徐々に直販比率が高まってきた傾向として捉えられる。

４．HBCにおける小売構造変化

HBC 流通における小売業の焦点は，化粧品小売業及び医薬品小売業（薬局）の低迷とドラ

ッグストア業態の伸張である。ここでは『商業統計表（総括編）』で業種店，『商業統計表

（小売業態別統計編）』でドラッグストアの推移を確認しておくことにする。

ドラッグストア業態が調査対象に加わったのが 1999 年からであり，ドラッグストアの上位

チェーンが上場し始めたのも 1990 年代後半からである。マツモトキヨシが 1999 年（東証一

部上場），カワチ薬品が 2002 年（東証一部上場），サンドラッグが 2002 年（東証一部上場），

CFS コーポレーションが 1997 年（東証名証一部上場），ツルハが 2002 年（東証一部上場），
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（データ）経済産業省『商業統計表』

図表G （化粧品卸構造推移：年間販売品額構成比率）



スギ薬局が 2001 年（東証名証一部上場），クリエイトエス・ディーが 2005 年（東証二部上場）

となっており，これらのドラッグストア上位チェーンは上場の５年程度遡って出店政策が加

速してきた経緯を考えると，ドラッグストア各社が社会的基盤を急速に形成させ始めたのは，

業態としての商業統計調査を開始した 1999 年前後としても大きな問題はないだろう。これを

前提として，それぞれの小売業態の推移を考察していくことにする。

図表H（医薬品・化粧品・ドラッグストアの事業所数推移）及び図表 I（医薬品・化粧品・

チャネル構造変化と卸売業の存立基盤

― 104 ―

（データ）経済産業省『商業統計表』

図表H （医薬品・化粧品・ドラッグストアの事業所数推移）

（データ）経済産業省『商業統計表』

図表 I （医薬品・化粧品・ドラッグストアの年間商品販売額推移）



ドラッグストアの年間商品販売額推移）を参考にすると，1990 年代前半から化粧品小売業の

事業所数は減少傾向に陥っているが，これはドラッグストア業態の伸張が少なからず影響を

与えた結果として捉えることができる。また，医薬品小売業については 2002 年から事業所数

及び年間商品販売額ともに急激に減少しており，その一方で年間商品販売額におけるドラッ

グストアの伸びが顕著である。1999 年の時点でドラッグストアの年間販売総額は化粧品小売

業と同規模の販売実績を示しており，2004 年には医薬品小売業の年間販売総額と同規模にま

で伸張してきていることは，消費者の購買習慣としてドラッグストアチャネルが社会に定着

した結果として評価できる。

しかし，ここでドラッグストア業態と概括することに違和感を覚える状況が，現在のドラ

ッグストア業界には存在している。図表 J（上場ドラッグチェーンの粗利益率と販管費率）を

見ると，粗利益率の高さではミドリ薬品（31.3%）からゲンキー（20.1%）まで実に 11.2%の開

きがあり，販管費率についてはミドリ薬品（27.3%）からサンドラッグ（15.5%）まで 11.8%の

開きがある。また品揃えや店舗スケールにおいても，上場ドラッグチェーンのみで大きな差

異が認められる〔図表K（上場ドラッグストアチェーンの平均店舗面積とHBC売上比率）参

照〕。

東京経大学会誌　第 254 号

― 105 ―

（データ）上場各社の決算短信より作成　※ 2006 年 7 月時点での最新決算数値を採用

図表 J （上場ドラッグチェーンの粗利益率と販管費率）



全体の傾向を見る限り，HBC 商品の売上比率が低下するほど店舗面積は大型化している。

HBCカテゴリーだけでは売場展開するスケールに限界があり，顧客のワンストップショッピ

ングニーズを満たすためには，つまり来店頻度の増加を促していくためには，食品構成比を

高めることによって売場としての利便性（集客力）を強化していかなくてはならない業態特

性が存在しているのである。したがってこの特性を前提に考えてみると，ドラッグストア業

態は，清涼飲料や菓子，冷凍食品などのカテゴリーを備えていくという集客力強化のプロセ

スにおいて，そのMD政策はコンビニエンスストアとの競合が十分に想定される。HBCカテ

ゴリーの比重を高めたドラッグストアは異業態間競争よりも同業態間競争が焦点となるのに

対して，食品カテゴリーの比重を高めたドラッグストアにとっては異業態間競争が表面化し

てくるものと考えられる。

本稿の冒頭でも取り上げたが，2009 年より実施される改正薬事法では，消費者のセルフメ

ディケーション促進が大きな目的の一つとして掲げられており，新資格者（登録販売者）を

創設している。また，医薬品をリスクに応じてＡ分類（特にリスクの高い医薬品），Ｂ分類

（リスクが比較的高い医薬品），Ｃ分類（リスクが比較的低い医薬品）と３分類することで，

販売者は情報提供と相談応需の対応義務レベルを明確化し，消費者の安全確保と自助努力を

促す仕組みとなっている 14）。これはこれまでの薬種商資格に代わる医薬品販売に関わる資格
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（データ）上場各社の決算短信より作成　※ 2006 年 7 月時点での最新決算数値を採用

図表K （上場ドラッグストアチェーンの平均店舗面積とHBC売上比率）



として位置づけられており，この新資格の創設によって薬剤師不在でも医薬品を取り扱う小

売業は長時間営業が可能となる。当該資格試験は，薬剤師資格よりも格段に取得しやすい難

易度を想定しており，医薬品販売に関わるドラッグストア市場とコンビニエンスストア市場

のイニシアチブの所在に大きく影響を与えるものである。しかし，当該資格の受験資格とし

て，改正薬事法の運用方針を検討する薬業界運営基準及び資質向上検討委員会（薬業連絡会）

の報告書によれば，「３年以上薬局又は店舗販売業，配置販売業に従事した者」という受験資

格が第一項として挙げられている 15）。この受験資格は，フランチャイズチェーンを主たる出

店手法としているコンビニエンスストアには，24 時間営業を促進した際に用いたように，終

日営業店のフランチャイズ料を優遇したような手法では，登録販売者資格取得者を飛躍的に

確保していくことは難しく，改正薬事法において医薬品販売をもコンビニエンスストアの利

便性に加えるにはハードルが高いと予測できる（2006 年 12 月時点の情報に基づく）。

したがって，薬事法改定を契機として将来的に予想されるドラッグストア業界とコンビニ

エンスストア業態の異業態間競争においてはドラッグストア業態の優位性が予測される。し

かし，現在までに業態開発を積み重ねてきたコンビニエンスストアというシステムは，医薬

品を取り扱うことが難しいということだけで，対ドラッグストアにおける劣位が確定するこ

とはあり得ない。逆に，現状としてのコンビニエンスストアシステムをドラッグストアチェ

ーンが取り込むことは容易な作業ではないことは推察できる。ドラッグストアのビジネスモ

デルとして，広くフランチャイズ展開しているのはサンドラッグとマツモトキヨシのみであ

り，これらのドラッグストアチェーンにしても直営モデルが基本形態であることから，コン

ビニエンスストアのように爆発的な展開力を保有することは一朝一夕には達成し得ないと考

えられる。

より専門性を高めていくウォルグリーンフォーマットを目指すスギ薬局が 2005 年 12 月に

ディスカウントストア「ジャパン（本社大阪）」を買収して，極めて安価な加工食品販売のノ

ウハウを保有し，専門性が高いと言われている同社でさえ食品カテゴリーのチャネルを押さ

えたことは今後のドラッグストア業態の未来図を考えたときに一つの示唆を与えるものであ

る。地域狭商圏においてドミナント戦略を推進するコスモス薬品においては，既に食品カテ

ゴリーを充実させて集客力を強化したストアフォーマットを開発することで，日本型ドラッ

グストアモデルを（九州地区に限定してはいるものの）ビジネスモデルとして確立しつつあ

る。これらの動向を鑑みれば，多業態集中エリアの都市部では専門性を活かしたＭＤ政策が

有効であるものの，地域商圏においては業態間のセクショナリズムはそれほど進展してはい

ないため，利便性を追及したドラッグストアモデルが定着していく可能性は高い。

以上の点から，都市部を除けば，徐々にドラッグストアの取扱カテゴリーは拡大する可能

性が高く，その結果として地域住民の来店頻度はドラッグストアに対して相対的に高くなり，

医薬品においても化粧品においても安定的な販売チャネルとしてのポジションは高まってく
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ることが考えられる。また，一般名処方の普及とともにドラッグストアは代替調剤の需要も

取り込んでいく可能性は高く，利便性と専門性を訴求したストアフォーマットへと進化して

いくものと考えられる。その一方で，化粧品チャネルにおけるメーカー系列の業種店につい

ては，一部の高級ブランドを高品質なサービスとともに提供するチャネルとしての地位を見

出す以外に存続の可能性は低いと言わざるを得ない。各業種における推移と同様に，業種店

の存続はメーカーのチャネル政策によって大きく影響を受けることになるだろう。

５．HBC流通構造変化と卸売業の存立基盤

以上見てきたように，医薬品を中心としたHBC流通構造のパラダイムシフトは，生産段階

における上位集中の進展と卸構造における第一次卸の事業基盤の減退，そしてドラッグスト

アのチェーン展開規模の拡大によって，卸売業の役割は極めて厳しい状況に追い込まれつつ

ある。たしかに国内小売業の単独店比率は米国と比較して高い比率を示しているおり 16），そ

れが現在の第二次卸の年間販売額の維持に貢献していると考えられる。

しかし前述の通り，第二次卸の事業基盤は第一次卸の経営基盤が安定していることを前提

としていることは，その流通構造からも明らかであり，勢力を拡大するドラッグストアチャ

ネルを販路として確保できたとしても，HBC流通において第二次卸（地域卸）の機能は労務

提供などの労働集約型の性質を強めざるを得ない。

実際に，日用雑貨卸においてはメディセオ・パルタックホールディングスとあらたの二強

時代を迎えており，特に前者は化粧品を含む日用雑貨と医薬品の有力全国卸による統合企業

であるため，ドラッグストアに対しての機能発揮領域は同業他社に対して圧倒的な優位性を

示すことができる。医薬品業界の生産構造における上位集中の進展は，経済合理性を追求す

るドラッグストア各社にとっては卸売業の存在は必ずしも不可欠な機能提供者としての位置

づけが継続するとは考えがたいが，集客力強化のための食品カテゴリー比率を高めたＭＤ政

策を選択するドラッグストアにおけるストアフォーマットが増えるとなれば，ドラッグスト

ア各社は直取引モデルを前提としてビジネスモデルを構築することは不可能であり，卸売業

が機能発揮する領域が拡大する可能性はある。

また，医薬品における地域卸の役割は縮小傾向へと推移するものの，上位集中が進まない

化粧品カテゴリーにおいては地域卸の役割は依然として存在し続ける可能性が高く，米国と

は異なり食品カテゴリーを強化した，地域商圏における“日本型ドラッグストア”の成長力

によっては加工食品卸の役割も強まるものと考えられる。

短期的には，ドラッグストアは同業態間競争において勝ち残っていくことが当面の課題で

あり，そのためには卸売業が発揮してきた中間流通機能の中でも，陳列や販売企画提案など

の労務面及び企画面における 3PMD（サードパーティマーチャンダイザー）としての機能は，
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取引先の卸売業全てに期待される。2009 年の改正薬事法施行を挟んで，2015 年くらいまでは

有力ドラッグチェーンの出店攻勢は加速度的に推移していくことが予想され，この間は中間

流通機能への期待は高まるのは間違いない。

現状では医科向けのチャネルに依存した事業基盤を形成している医薬品卸であるが，代替

調剤を認める方向で政策方針が示されている以上，後発型医薬品（ジェネリック医薬品）の

普及にともなって，小売チャネルを軽視したチャネル政策は将来的な事業基盤の崩壊に繋が

りかねない。したがって，全国卸が同業種合併を中心にスケールメリットを追求している戦

略方針を基本としているこの猶予期間とも言える時間に，医薬品卸（特に地域卸）は超業種

型連携を模索し，化粧品を含む日用雑貨を戦略的カテゴリーとしながら，幅のあるＭＤ対応

機能を備えることが今後の存立基盤につながる可能性を指摘しておきたい。

引 用 文 献

１）厚生労働省「医療費適正化方策について」『医療制度構造改革試案』（東京：厚生労働省，2005.10），

pp.20-21

２）株式会社じほう『薬事ハンドブック 2006』（東京：株式会社じほう，2006.3），pp.117-118

３）通商産業省『工業統計表（産業編）』（東京：通商産業省，1974.7），pp.332-333

４）経済産業省『工業統計表（産業編）』（東京：経済産業省，2006.4），pp.208-209

５）厚生労働省『平成 18 年度診療報酬における後発医薬品について』（東京：厚生労働省，2006 年）

（2006 年 3 月 24 日）〈http ：//www.mhlw.go.jp/topics/2006/03/tp0306-1/index.html〉（アクセ

ス日： 2002 年 9 月 30 日）

６）厚生労働省「後発医薬品の使用促進策」『保険給付の在り方について』（東京：第 17 回社会保障

審議会医療保険部会，2005.7），pp.4-7

７）池尾恭一「医薬品メーカーのチャネル政策」片岡一郎・嶋口充輝・三村優美子編『医薬品流通論』

（東京：東京大学出版会，2003.3），pp.93-95

８）池尾恭一，前掲書，pp.90-92

９）小島健司「再販売価格維持と取引慣行の生成過程」『国民経済雑誌』（神戸：神戸大学経済経営学

会，2004.6），pp.81-83

10）山本学『「戦略型マーケティング」発想のパイオニア ザ「ニュー資生堂マネジメント」』（東京：

ダイヤモンド社，1990.11），pp.183-186

11）平林千春『365 日のオンリーワン・マーケティング』（東京：ダイヤモンド社，2004.10），pp.16-

18

12）香月秀文『化粧品マーケティング』（東京：日本能率協会マネジメントセンター，2005.4），

pp.237-238

13）香月秀文，前掲書，pp.16-25

14）薬業界運営基準及び資質向上検討委員会『薬業界運営基準及び資質向上検討委員会報告書』（東

京：薬業界運営基準及び資質向上検討委員会，2006.9），pp.13-16

15）薬業界運営基準及び資質向上検討委員会，前掲書，pp.46-47

16）本藤貴康「わが国における卸売業の社会的有用性と競争優位確立のための中間流通機能の研究」

東京経大学会誌　第 254 号

― 109 ―



（学位論文［博士（経営学）］－東京経済大学，2005），pp.28-33

参 考 文 献

・秋野裕子「変化する化粧品の流通～ドラッグストアが台頭し，消費の二極化が進む～」『DIK ウィ

ンドウ』第 172 号（熊本：財団法人地域流通経済研究所，2005.5），pp.6-13．

・井上良一『日本医薬品企業の構造改革』．（東京：薬事日報社，2002.7）．

・植木智子「多様化する九州の化粧品販売戦略」『九州経済調査月報』第 670 号（福岡：九州経済調

査協会，2003.5），pp.15-31．

・片岡一郎・嶋口充輝・三村優美子『医薬品流通論』．（東京：東京大学出版会，2003.3）．

・香月秀文『化粧品マーケティング』．（東京：日本能率協会マネジメントセンター，2005.4）．

・儀我壮一郎「日本の医療と医薬品産業の新局面」『専修経営研究年報』第 25 巻 2000 号（東京：専

修大学経営研究所，2001.3），pp.45-63．

・小島健司「再販売価格維持と取引慣行の生成過程－化粧品製造業者の事例」『国民経済雑誌』第 89

巻第 6号（神戸：神戸大学経済経営学会，2004.6），pp.79-93．

・佐賀國一『医薬品マーケティング』．（東京：日本能率協会マネジメントセンター，1999.1）．

・染谷高士「選択的流通システムと研究開発」『Fragrance journal』第 33 巻第 1 号（東京：フレグ

ランスジャーナル社，2005.1），pp.60-65．

・田島義博「小売業者の経営意識に関する実証的研究－その１　医薬品小売業－」『学習院大学経済

論集』第 2巻第 2号（東京：学習院大学，1966.2），pp.57-68．

・田代雅彦「再編すすむ九州の医薬品卸売業」『九州経済調査月報』第 615 号（福岡：九州経済調査

協会，1999.4），pp.3-14．

・為広吉弘「目的指向型小売業としてのドラッグストア業態」『流通情報』第 438 号（東京：財団法

人流通経済研究所，2005.12），pp.10-16．

・為広吉弘「変革期の業態革新　ドラッグストア業態における医薬販売の課題」『流通情報』第 410

号（東京：財団法人流通経済研究所，2003.8），pp.16-20．

・根来龍之・小川佐千代『製薬・医療産業の未来戦略』．（東京：東洋経済新報社，2001.3）．

・平林千春『365 日のオンリーワン・マーケティング』．（東京：ダイヤモンド社，2004.1）．

・古川隆『医薬品マーケティング・コミュニケーション』．（東京：医薬経済社，2006.7）．

・古川隆・窪島肇『DTCマーケティング』．（東京：日本評論社，2005.3）．

・星野靖雄・畑宏尚「わが国の医薬品卸売業における合併効果」『日本経営診断学会論集２』（東京：

同友館，2002.9），pp.3-21．

・三浦功「激変する商店街と系列販売店」『国民金融公庫 Monthly Report』第 489 号（東京：国民金

融公庫，2002.1），pp.16-23．

・水尾順一「化粧品メーカーのマルチ・ブランド戦略と最適チャネルミックスの構築－競争優位を目

指すブランド・エクイティー戦略」『マーケティングジャーナル』第 68 号（東京：日本マーケティ

ング協会，1998.3），pp.16-29．

・水尾順一『化粧品のブランド史』．（東京：中央公論社，1998.4）．

・三村優美子「医薬品流通の再編成過程～流通系列化の変容と卸売業の相対的自立化～」『マーケテ

ィングジャーナル』第 18 巻第 3号（東京：日本マーケティング協会，1998.12），pp.4-15．

・保田宗良「医薬品業界の流通構造」『中央大学企業研究所年報』第 21 号（東京：中央大学出版部，

チャネル構造変化と卸売業の存立基盤

― 110 ―



2000.7），pp.289-314．

・本藤貴康「ドラッグストア業態におけるビジネスモデル・パラダイムの変化」『横浜商科大学紀要』

第 9巻（神奈川：横浜商科大学学術研究会，2006.9），pp.347-366

・本藤貴康「わが国における卸売業の社会的有用性と競争優位確立のための中間流通機能の研究」

（学位論文［博士（経営学）］－東京経済大学，2005）

・山本学『［戦略型マーケティング］発想のパイオニア　ザ「ニュー資生堂」マネジメント』．（東

京：ダイヤモンド社，1990.11）．

・Brookman, Faye,“Small Town Service, Big Time Technology Power Horizon Growth Plans,”

Stores, 2000.3, pp.83-84.

・Brookman, Faye,“New Systems Push Walgreen to the Fore in Pharmacy Technology,”Stores,

1999.11, pp.60-62.

・Brookman, Faye,“Drug Chains Turn to Automated Systems to Counter Shrinking Rx Margins,”

Stores, 1999.5, pp.36-38.

・Frederick, James,“Revolutioning an industry,”Drug Store News, 23（18）, 2001.12, pp.19-50.

・Frederick, James,“Shaping the future of pharmacy,”Drug Store News, 20（15）, 1998.9, pp.17-18.

・Fried, Lisa I., Evans, Jack,“The right fit,”Drug Store News, 20（5）, 1998.3, p.11-14.

・Heller, Al,“Drug chains rushing to bring private label OTCs to the public,”Drug Store News,

1997.11, p.28.

―― 2006 年 10 月 20 日受領――

東京経大学会誌　第 254 号

― 111 ―



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


